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産業大分類別

① 事業所数

産業大分類別に事業所数の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高く、次い

で「学術研究，専門・技術サービス業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％とな

っている。 （図２、表２）

図２ 産業大分類別事業所数の対全国比

表２ 産業大分類別事業所数の対全国比

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％

総  　数

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

産業大分類

事業所数

東京都 全国

実数 対全国比 実数

事業所数及び従業者数ともに「情報通信業」の対全国比が最も高い

1.5 

5.1 

8.2 

10.1 

9.4 

東京都 34.1 

12.2 

11.2 

13.0 

16.1 

18.8 

12.8 

9.9 

10.8 

11.4 

5.1 

11.0 

98.5 

94.9 

91.8 

89.9 

90.6 

その他道府県 65.9 

87.8 

88.8 

87.0 

83.9 

81.2 

87.2 

90.1 

89.2 

88.6 

94.9 

89.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

％

第３章 全国からみる東京都の特徴

この章では、第１章で比較した事業所数及び企業数、従業者数、売上（収入）金額等の詳細な

集計別結果において、全国と比較した東京都の特徴的な項目について掲載しています。

１ 事業所に関する集計

単独・本所・支所別

① 単独・本所・支所別事業所数

単独・本所・支所別に事業所数の対全国比をみると、事業所数上位５都府県のうち、上位３

都府県は対全国比で「本所・本社・本店」の割合が「単独事業所」、「支所・支社・支店」より

も高く、東京都は ％となっている。

東京都の事業所数では、「単独事業所」が 万 事業所、「本所・本社・本店」が６万

事業所、「支所・支社・支店」が 万 事業所となっている。 （図１、表１）

図１ 単独・本所・支所別事業所数の対全国比（上位５都府県）

表１ 都道府県、単独・本所・支所別事業所数（上位５都府県）
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注)　事業所数は、法人でない団体を含むため単独事業所、本所・本社・本店及び支所・支社・支店の合計と一致しない。

全国の本所（本社・本店）の ％が東京都に集中
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産業大分類別

① 事業所数

産業大分類別に事業所数の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高く、次い

で「学術研究，専門・技術サービス業」が ％、「不動産業，物品賃貸業」が ％とな

っている。 （図２、表２）
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単独・本所・支所別に事業所数の対全国比をみると、事業所数上位５都府県のうち、上位３

都府県は対全国比で「本所・本社・本店」の割合が「単独事業所」、「支所・支社・支店」より

も高く、東京都は ％となっている。

東京都の事業所数では、「単独事業所」が 万 事業所、「本所・本社・本店」が６万

事業所、「支所・支社・支店」が 万 事業所となっている。 （図１、表１）
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売上（収入）金額

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高

く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」が ％、「学術研究，専門・技術サービス業」

が ％となっている。 （図４、表４）

図４ 産業大分類別売上（収入）金額の対全国比

表４ 産業大分類別売上（収入）金額
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教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス業

サービス業(他に分類されないもの)

注１)　事業所数は、「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。

注２)　売上（収入）金額は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計されたものである。なお、ネットワーク型産業（「利用上の注意」参照）

　　　については、事業所単位での経理項目の把握をしていないため、総務省統計局の試算値を掲載している。

注３)　その他道府県は全国から東京都を差し引いた数値とした。
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② 従業者数

産業大分類別に従業者数の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高く、次い

で「金融業，保険業」が ％、「学術研究，専門・技術サービス業」が ％となってい

る。

（図３、表３）

図３ 産業大分類別従業者数の対全国比

表３ 産業大分類別従業者数
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売上（収入）金額

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高

く、次いで「鉱業，採石業，砂利採取業」が ％、「学術研究，専門・技術サービス業」

が ％となっている。 （図４、表４）
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図５－２ 産業大分類別会社企業数の構成比（全国・東京都）

注）「その他の産業」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合サービス事業」を合算

したものである。

表５ 産業大分類別会社企業数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％ ％ ％ ％

総数

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの)
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宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの)

産業大分類

全国

実数 構成比

産業大分類

東京都

実数 構成比 対全国比

建設業

11.2 

17.4 

製造業

13.1 

15.5 

情報通信業

6.5 

2.5 

2.1 

3.2 

卸売業，小売業

25.0 

25.6 

不動産業，物品賃貸業
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学術研究，

専門・技術
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産業大分類別

① 対全国比

産業大分類別に会社企業数の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高く、次

いで「学術研究，専門･技術サービス業」が ％、「教育，学習支援業」が ％となっ

ている。 （図５－１、表５）

② 構成比

全国の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も高く、次いで「建設業」が

％、「製造業」が ％となっている。

東京都の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も高く、次いで「製造業」が

％、「不動産業，物品賃貸業」が ％となっている。 （図５－２、表５）

図５－１ 産業大分類別会社企業数の対全国比
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図５－２ 産業大分類別会社企業数の構成比（全国・東京都）

注）「その他の産業」は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「複合サービス事業」を合算

したものである。
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産業大分類別に会社企業数の対全国比をみると、「情報通信業」が ％で最も高く、次

いで「学術研究，専門･技術サービス業」が ％、「教育，学習支援業」が ％となっ

ている。 （図５－１、表５）

② 構成比

全国の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も高く、次いで「建設業」が

％、「製造業」が ％となっている。

東京都の構成比をみると、「卸売業，小売業」が ％で最も高く、次いで「製造業」が

％、「不動産業，物品賃貸業」が ％となっている。 （図５－２、表５）

図５－１ 産業大分類別会社企業数の対全国比
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表６ 資本金階級別会社企業数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％ ％ ％ ％

総数

　300万円未満

　300万円以上500万円未満

　500万円以上1000万円未満

　1000万円以上3000万円未満

　3000万円以上5000万円未満

　5000万円以上1億円未満

　1億円以上3億円未満

　3億円以上10億円未満

　10億円以上50億円未満

　50億円以上

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％

総数

　300万円未満

　300万円以上500万円未満

　500万円以上1000万円未満

　1000万円以上3000万円未満

　3000万円以上5000万円未満

　5000万円以上1億円未満

　1億円以上3億円未満

　3億円以上10億円未満

　10億円以上50億円未満

　50億円以上

資本金階級

東京都

会社企業数 構成比 対全国比

注）資本金不詳の企業を含むため、各資本金階級の合計が総数に一致しない場合がある。

資本金階級

全国

会社企業数 構成比

資本金階級別

① 対全国比

資本金階級別に会社企業数の対全国比をみると、資本金階級が高くなるにつれ東京都の割

合も高くなる傾向となっており、「 億円以上」が最も高く ％を占めている。

（図６、表６）

② 構成比

東京都の構成比をみると、「 万円以上 万円未満」が ％、「 万円以上

万円未満」が ％、「 万円以上 万円未満」が ％となっている。 （表６）

図６ 資本金階級別会社企業数の対全国比

資本金 億円以上の会社企業は対全国比で ％を占める
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表６ 資本金階級別会社企業数

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％ ％ ％ ％

総数

　300万円未満

　300万円以上500万円未満

　500万円以上1000万円未満

　1000万円以上3000万円未満

　3000万円以上5000万円未満

　5000万円以上1億円未満

　1億円以上3億円未満

　3億円以上10億円未満

　10億円以上50億円未満

　50億円以上

平成26年 平成24年 平成21年 平成26年 平成24年 平成21年

％ ％ ％

総数

　300万円未満

　300万円以上500万円未満

　500万円以上1000万円未満

　1000万円以上3000万円未満

　3000万円以上5000万円未満

　5000万円以上1億円未満

　1億円以上3億円未満

　3億円以上10億円未満

　10億円以上50億円未満

　50億円以上

資本金階級

東京都

会社企業数 構成比 対全国比

注）資本金不詳の企業を含むため、各資本金階級の合計が総数に一致しない場合がある。

資本金階級

全国

会社企業数 構成比

資本金階級別

① 対全国比

資本金階級別に会社企業数の対全国比をみると、資本金階級が高くなるにつれ東京都の割

合も高くなる傾向となっており、「 億円以上」が最も高く ％を占めている。

（図６、表６）

② 構成比

東京都の構成比をみると、「 万円以上 万円未満」が ％、「 万円以上

万円未満」が ％、「 万円以上 万円未満」が ％となっている。 （表６）

図６ 資本金階級別会社企業数の対全国比
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売上（収入）金額

① 産業大分類別売上（収入）金額

産業大分類別に売上（収入）金額の対全国比をみると、多くの産業で３割を超えている。特

に「金融業，保険業」が ％、「情報通信業」が ％で７割を超える。 （図７、表７）

注 売上（収入）金額は、東京都に本社等を有する企業等を対象に企業単位で集計されているため、他の

道府県に所在する事業所の金額を含んでいる。

図７ 産業大分類別売上（収入 金額の対全国比

表７ 産業大分類別売上（収入）金額

対全国比

百万円 百万円 ％ 百万円 ％

農林漁業

鉱業,採石業,砂利採取業 ‐ ‐

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業,郵便業

卸売業,小売業

金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業

学術研究,専門･技術サービス業

宿泊業,飲食サービス業

生活関連サービス業,娯楽業

教育,学習支援業

医療,福祉

複合サービス事業 ‐ ‐

サービス業(他に分類されないもの)

注３）　その他道府県の数値は全国から東京都を差し引いた数値とした。

会社企業数
対全国比

注２）　売上（収入）金額は、東京都に本社等を有する企業を対象に企業単位で集計しているため、他の道府県に所在する事業所の金額を含んでいる。

売上（収入）金額

注１）　会社企業数は、必要な事項の数値が得られた会社企業を対象として集計されたものである。

産業大分類

全　国 東京都 その他道府県

会社企業数 売上(収入）金額 会社企業数 売上（収入）金額

会社企業の売上（収入）金額の対全国比は、｢金融業 保険業｣、｢情報通信業」で

７割を超える
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